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特集
債権法改正の
“課題”に迫る

法
制
審
議
会
の
民
法

（
債
権
関
係
）
改
正
部
会

　

現
在
、
法
務
省
の
法
制
審
議
会
民
法
（
債
権

関
係
）
部
会
（
以
下
「
法
制
審
」
と
い
う
）
は
、

民
法
（
債
権
法
）
の
抜
本
的
改
正
を
二
〇
〇
九

年
一
一
月
か
ら
二
年
を
目
処
と
し
て
審
議
し
て

い
る
。
二
〇
一
一
年
四
月
に
は
法
制
審
が
中
間

論
点
整
理
を
発
表
し
、
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

を
募
集
し
た
上
で
、
二
〇
一
二
年
の
通
常
国
会

に
改
正
法
案
を
提
出
す
る
予
定
と
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
債
権
法
改
正
に
つ
い
て
は
、
民
法
（
債
権

法
）
改
正
検
討
委
員
会
（
委
員
長
・
鎌
田
薫 

早

稲
田
大
学
教
授
、
事
務
局
長
・
内
田
貴 

法
務

省
経
済
関
係
民
刑
基
本
法
整
備
推
進
本
部
参

与
）
が
二
〇
〇
九
年
四
月
に
発
表
し
た
『
債
権

法
改
正
の
基
本
方
針
』（
注
・
以
下「
基
本
方
針
」

と
い
う
）
が
下
敷
き
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
こ

と
は
法
制
審
の
部
会
長
が
鎌
田
薫
教
授
で
あ
る

こ
と
や
部
会
審
議
の
内
容
か
ら
見
て
衆
目
が
一

致
す
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

労
働
法
と
民
法
の
関
係

　

と
こ
ろ
で
現
在
、
労
働
法
は
、
労
働
基
準
法

（
以
下
「
労
基
法
」
と
い
う
）、
労
働
契
約
法
（
以

下
「
労
契
法
」
と
い
う
）
を
は
じ
め
、
労
働
組
合

法
、
労
働
安
全
衛
生
法
、
雇
用
の
分
野
に
お
け

る
男
女
の
均
等
な
機
会
及
び
待
遇
の
確
保
等
に

関
す
る
法
律
（
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
）、
短
時

間
労
働
者
の
雇
用
管
理
の
改
善
等
に
関
す
る
法

律
（
パ
ー
ト
労
働
者
法
）、
育
児
休
業
・
介
護
休

業
等
育
児
又
は
家
族
介
護
を
行
う
労
働
者
の
福

祉
に
関
す
る
法
律
（
育
児
介
護
休
業
法
）、
高
年

齢
者
等
の
雇
用
の
安
定
等
に
関
す
る
法
律
（
高

齢
者
雇
用
安
定
法
）、
労
働
者
派
遣
事
業
の
適

正
な
運
営
の
確
保
及
び
派
遣
労
働
者
の
就
業
条

件
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律（
労
働
者
派
遣
法
）、

職
業
安
定
法
な
ど
多
数
存
在
す
る
。
特
に
、
現

在
の
労
働
法
の
基
本
と
し
て
重
要
な
の
は
、
労

基
法
、
労
契
法
で
あ
る
。

　

他
方
、一
八
九
六
年
に
制
定
さ
れ
た
民
法
は
、

債
権
の
契
約
各
則
に
「
雇
用
」（
民
法
623
条
〜
631

条
）
を
定
め
る
。
労
働
法
の
基
礎
と
な
る
使
用

者
と
労
働
者
の
契
約
関
係
（
雇
用
契
約
・
労
働

契
約
）
に
は
、
民
法
の
総
則
や
債
権
法
の
条
項

が
ま
ず
適
用
さ
れ
る
。

　

こ
の
民
法
を
基
本
と
し
つ
つ
、
さ
ま
ざ
ま
な

労
働
法
に
よ
り
民
法
が
修
正
さ
れ
、
現
行
労
働

法
体
系
が
形
成
さ
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、
民
法

627
条
１
項
は
、
期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約

は
い
つ
で
も
解
約
で
き
る
と
定
め
て
い
る
。
つ

ま
り
民
法
上
は
、
解
雇
は
自
由
に
で
き
る
。
し

か
し
、
こ
の
解
雇
自
由
の
原
則
は
、
労
契
法
16

条
に
て
修
正
さ
れ
て
い
る
。
つ
ま
り
「
客
観
的

に
合
理
的
な
理
由
が
あ
り
、
社
会
的
に
相
当
」

で
な
け
れ
ば
解
雇
は
無
効
と
な
る
。
こ
の
よ
う

に
雇
用
契
約
・
労
働
契
約
に
つ
い
て
は
労
働
法

が
優
先
し
て
適
用
さ
れ
る
。
そ
こ
で
、
債
権
法

が
改
正
さ
れ
て
も
、
労
働
法
に
対
し
て
大
き
な

影
響
が
な
い
と
思
わ
れ
て
い
た
。
基
本
方
針
で

も
「『
雇
用
』
に
関
す
る
規
定
は
、
将
来
的
に
は

『
労
働
契
約
法
』
と
統
合
す
る
も
の
と
し
、
そ
れ

ま
で
の
間
は
、『
労
働
契
約
』
の
基
本
的
な
補
充

規
範
と
し
て
必
要
な
範
囲
で
、
現
行
規
定
を
維

持
し
つ
つ
、
整
序
す
る
も
の
と
す
る
」（
３
・
２

・
12
・
Ａ
）
と
し
て
い
る
。

民
法
（
債
権
法
）
改
正
と

労
働
法
へ
の
影
響

　

し
か
し
、
法
制
審
で
の
審
議
を
見
る
と
、
基

本
方
針
の
方
向
で
の
債
権
法
改
正
が
行
わ
れ
れ

ば
、
企
業
の
人
事
労
務
管
理
、
労
組
の
労
使
交

渉
に
と
っ
て
も
影
響
は
小
さ
く
な
い
。
そ
の
改

正
内
容
の
評
価
は
、
労
使
の
立
場
や
価
値
観
に

よ
っ
て
分
か
れ
る
と
思
わ
れ
る
。
た
だ
、
債
権

法
改
正
に
よ
っ
て
、
労
働
契
約
に
つ
い
て
の
解

釈
の
何
が
ど
う
変
わ
る
か
を
知
る
こ
と
は
、
議

論
の
前
提
と
し
て
最
低
限
必
要
で
あ
ろ
う
。
以

下
、
典
型
的
な
個
別
労
働
紛
争
を
想
定
し
て
、

基
本
方
針
で
の
改
正
案
が
、
労
働
法
の
解
釈
に

ど
の
よ
う
な
影
響
を
与
え
る
か
を
検
討
す
る
。

新
し
い
公
序
良
俗
規
定

事
例
１

　

Ａ
社
は
、
業
績
が
悪
化
し
て
売
上
げ
が
減
少

債権法改正で
労働法が変わる？
―法制審・基本方針に見る労働契約法への影響―

みなぐち・ようすけ　 中央大学法学部卒。第二東
京弁護士会副会長、日本弁護士会常務理事等を歴任。
日本労働弁護団幹事長。労働事件を数多く手がけ、
主な著書に『労働契約』（旬報社）等がある。

（注）『別冊NBL　№126』（商事法務）

債権法の改正により、労働法関連実務は
どのような影響を受けるのか。
労働契約法との関係を中心に解説する。

弁護士　水口洋介

し
た
た
め
、
七
月
一
日
、
労
働
者
Ｂ
ら
の
賃
金

を
二
〇
％
減
額
す
る
と
通
知
し
た
（
賃
金
は
毎

月
二
〇
日
締
め
当
月
二
五
日
払
い
で
あ
っ
た
）。

そ
の
際
に
、
労
働
者
が
減
額
に
応
じ
な
い
場
合

に
は
人
員
整
理
を
実
施
せ
ざ
る
を
得
な
い
と
述

べ
た
。
Ｂ
は
や
む
を
得
ず
賃
金
減
額
の
承
諾
書

に
署
名
押
印
し
た
。
し
か
し
、
Ｂ
は
後
に
同
意

は
無
効
で
あ
る
と
し
て
減
額
さ
れ
た
差
額
賃
金

を
請
求
し
た
。
Ｂ
の
請
求
は
認
め
ら
れ
る
か
。

　

労
働
契
約
に
定
め
ら
れ
た
労
働
条
件
の
変
更

は
、
個
別
の
労
使
の
合
意
（
労
契
法
８
条
）
か
、

あ
る
い
は
就
業
規
則
の
変
更
に
基
づ
く
必
要
が

あ
る
（
労
契
法
９
条
、
10
条
）。
事
例
１
の
場
合

に
は
、就
業
規
則
の
変
更
を
し
て
い
な
い
か
ら
、

個
別
の
使
用
者
と
労
働
者
の
合
意
が
有
効
で
あ

る
か
否
か
が
問
題
と
な
る
。
書
面
に
よ
り
労
働

者
Ｂ
の
承
諾
が
な
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
労

使
の
合
意
が
あ
っ
た
こ
と
は
覆
せ
な
い
。
問
題

は
、こ
の
承
諾
が
有
効
な
も
の
か
否
か
で
あ
る
。
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は
じ
め
に

　

本
年
株
主
総
会
は
、
一
昨
年
秋
の
経

済
危
機
後
よ
う
や
く
回
復
の
兆
し
が
見

ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
環
境
下
で
行
わ

れ
た
も
の
で
あ
り
、
株
主
還
元
と
内
部

留
保
の
バ
ラ
ン
ス
や
、
今
後
の
事
業
展

開
に
大
き
な
関
心
が
寄
せ
ら
れ
た
こ
と

が
特
徴
と
し
て
ま
ず
挙
げ
ら
れ
る
。

　

次
に
、
昨
年
六
月
に
金
融
審
議
会
金

融
分
科
会　

我
が
国
金
融
・
資
本
市
場

の
国
際
化
に
関
す
る
ス
タ
デ
ィ
グ
ル
ー

プ
お
よ
び
経
済
産
業
省
企
業
統
治
研
究

会
が
公
表
し
た
各
報
告
書
を
踏
ま
え
て

な
さ
れ
た
、
企
業
内
容
等
の
開
示
に
関

す
る
内
閣
府
令
（
以
下
「
開
示
府
令
」

と
い
う
）
お
よ
び
証
券
取
引
所
規
則
の

改
正
に
よ
る
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ

ン
ス
関
係
の
対
応
が
求
め
ら
れ
た
こ
と

が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

本
稿
は
、
か
か
る
背
景
の
下
で
開
催

さ
れ
た
本
年
三
月
決
算
会
社
の
定
時
株

主
総
会
の
状
況
と
そ
の
対
応
動
向
に
つ

い
て
触
れ
る
も
の
で
あ
る
が
、
構
成
上

主
な
事
項
に
限
っ
て
い
る
点
、
な
ら
び

に
本
稿
執
筆
時
点
で
公
表
さ
れ
て
い
る

も
の
お
よ
び
そ
れ
に
係
る
調
査
に
基
づ

い
て
い
る
こ
と
等
か
ら
、
今
後
判
明
す

１　

株
主
総
会
開
催
日

　

議
決
権
行
使
環
境
整
備
の
観
点
で
、

従
来
か
ら
株
主
総
会
開
催
日
の
分
散
化

が
望
ま
れ
て
お
り
、
そ
の
対
応
が
図
ら

れ
て
き
た
。

　

昨
年
六
月
総
会
で
は
、
東
証
上
場
会

社
に
お
け
る
同
一
日
の
最
高
集
中
率（
い

わ
ゆ
る
集
中
日
の
集
中
率
）
は
四
九･

三
％
と
、
一
昨
年
の
四
八
・
一
％
に
引

き
続
き
五
〇
％
を
下
回
っ
て
い
る
が
、

本
年
は
四
二
・
六
％
と
さ
ら
に
下
回
っ

て
い
る
（
表
１
）。
こ
の
主
な
要
因
と
し

て
は
、
書
面
投
票
集
計
等
の
準
備
の
関

係
上
、
月
曜
日
総
会
は
敬
遠
さ
れ
る
傾

向
に
あ
る
と
こ
ろ
、
例
年
で
あ
れ
ば
集

中
日
に
当
た
る
二
九
日
が
昨
年
は
月
曜

日
で
あ
っ
た
た
め
、
開
催
日
の
選
択
の

余
地
が
少
な
か
っ
た
が
、
本
年
は
そ
う

し
た
状
況
に
な
く
選
択
の
余
地
が
広
が

っ
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
よ
う
。

　

ま
た
、
近
年
株
主
総
会
の
出
席
者
が

全
体
的
に
は
増
加
す
る
傾
向
に
あ
り
、

集
中
日
に
関
ら
ず
収
容
可
能
な
会
場
を

確
保
す
る
こ
と
が
で
き
る
日
に
開
催
せ

ざ
る
を
得
な
い
、
と
い
っ
た
事
情
も
関

係
し
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

　

こ
れ
ら
の
点
を
考
慮
す
る
と
、
株
主

総
会
開
催
日
の
集
中
率
の
緩
和
は
か
な

り
定
着
し
た
と
言
え
そ
う
で
あ
る
。
言

かわせ・ゆうじ　早稲田大学政治経済学部卒、三井信託銀
行（現・中央三井信託銀行）入社。証券代行業務に従事し、
2003年より現職。2006年早稲田大学大学院法学研究科修
士課程修了後、現在、同大学院法学研究科博士課程在学中。
主要著書に『株券電子化後の株式実務』（共著、商事法務）、
『株主総会のポイント』（共著、財経詳報社）がある。

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
最
新
動
向
を
キ
ャ
ッ
チ

平
成
二
二
年

株
主
総
会
を

徹
底
総
括
す
る！

表１　平成22年3月期決算会社の定時株主総会開催日の状況（東証上場会社）

る
事
項
が
あ
り
う
る
点
ご
容
赦
い
た
だ

き
た
い
。
ま
た
、
文
中
意
見
に
わ
た
る

部
分
は
筆
者
の
私
見
で
あ
る
の
で
あ
ら

か
じ
め
お
断
り
申
し
あ
げ
る
。

い
換
え
れ
ば
、
六
月
後
半
の
い
ず
れ
か

の
日
に
ほ
ぼ
開
催
さ
れ
て
い
る
と
い
う

こ
と
に
な
る
。

２　

招
集
通
知
の
早
期
発
送
・

　

電
子
投
票
制
度
の
採
用

　

株
主
総
会
開
催
日
の
分
散
化
と
同
様
、

従
来
か
ら
議
決
権
行
使
環
境
整
備
の
観

点
で
促
進
が
望
ま
れ
て
い
た
も
の
と
し

て
、
招
集
通
知
の
早
期
発
送
と
電
子
投

票
制
度
の
採
用
が
あ
る
。

　

招
集
通
知
の
早
期
発
送
に
つ
い
て
は
、

昨
年
よ
り
も
促
進
さ
れ
た
よ
う
で
あ
り

（
次
頁
・
表
２
）、
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に

基
づ
く
限
り
で
は
あ
る
が
、
日
立
製
作

所
、
ス
ズ
キ
、
東
京
瓦ガ

斯ス

お
よ
び
大
阪

瓦
斯
の
四
社
で
四
週
間
以
上
前
の
発
送

が
行
わ
れ
て
い
る
。

　

早
期
発
送
が
進
ん
だ
背
景
と
し
て
は
、

年
度
後
半
に
外
国
人
投
資
家
が
日
本
株

を
買
い
増
し
た
こ
と
に
よ
る
外
国
人
株

主
の
保
有
比
率
増
加
等
の
株
主
構
成
の

変
化
が
ま
ず
挙
げ
ら
れ
る
（
注
１
）。

　

ま
た
、
本
年
は
買
収
防
衛
策
導
入
会

社
に
お
い
て
サ
ン
セ
ッ
ト
条
項
に
よ
る

更
新
時
期
に
当
た
る
会
社
が
多
く
、
当

社
の
調
査
で
は
、
三
月
決
算
会
社
で
一

七
三
件
の
継
続
が
あ
っ
た
よ
う
で
あ
る

（
こ
の
ほ
か
新
規
二
件
、廃
止
一
九
件
）。

中
央
三
井
信
託
銀
行 

証
券
代
行
部 
法
務
グ
ル
ー
プ 

主
席
法
務
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト　

川
瀬
裕
司

（注１） 全国5証券取引所による平成21年度株式分布状況調査の調
査結果2頁によると、外国法人等の保有比率は前年比2.5％
増の26.0％となっている。
▶ http://www.tse.or.jp/market/data/examination/distribute/
b7gje6000000508d-att/bunpu2009.pdf

株主総会
開催予定日

平成22年3月期 平成21年3月期

曜日 主な会社名（株主数：千人）
合計社数

曜日
合計社数

（3/31期以外
の内数） 構成比 （3/31期以外

の内数） 構成比

5月28日 金 スクロール（6） 1 0.1％ 木
5月29日 土 金
5月30日 日 土
5月31日 月 日
6月1日 火 月
6月2日 水 火 1 0.1％
6月3日 木 水
6月4日 金 木
6月5日 土 金
6月6日 日 土
6月7日 月 日
6月8日 火 カワチ薬品（10） 1 （1） 0.1％ 月
6月9日 水 ドリームインキュベータ（7） 1 0.1％ 火 1 0.1％
6月10日 木 水 1 0.1％
6月11日 金 トラスコ中山（14）、カナレ電気（5）、日本鋳造（4） 5 （1） 0.3％ 木 3 （1） 0.2％
6月12日 土 KOA（8） 1 0.1％ 金 7 （2） 0.4％
6月13日 日 土 1 0.1％
6月14日 月 日本電産サンキョー（8） 1 0.1％ 日
6月15日 火 アトム（48）、大末建設（8）、日本電産コパル電子（5） 7 （3） 0.4％ 月 1 0.1％
6月16日 水 阪急阪神HD（99）、あみやき亭（12）、アサヒHD（11） 13 （1） 0.7％ 火 8 （2） 0.4％
6月17日 木 カゴメ（150）、KDDI（74）、コロワイド（61） 27 （5） 1.6％ 水 23 （2） 1.3％
6月18日 金 ソニー（692）、NTTドコモ（326）、住友金属工業（229） 62 （1） 3.6％ 木 35 （6） 2.0％
6月19日 土 ファンケル（74）、ワタミ（63）、マネックスグループ（42） 12 0.7％ 金 89 （1） 5.0％
6月20日 日 マルシェ（11）、シンプレクス・テクノロジー（10）、アクセル（6） 3 0.2％ 土 17 1.0％
6月21日 月 全日本空輸（340）、富士通（169）、日立建機（53） 11 0.6％ 日 7 0.4％
6月22日 火 みずほFG（694）、三洋電機（255）、NEC（249） 85 （1） 4.9％ 月 18 1.0％
6月23日 水 東芝（417）、三菱自動車工業（412）、JR東日本（270） 121 7.0％ 火 155 8.7％
6月24日 木 NTT（1,000）、トヨタ自動車（628）、新日本製鉄（379） 194 11.1％ 水 185 10.4％
6月25日 金 東京電力（610）、野村HD（405）、ソフトバンク（310） 403 23.1％ 木 292 16.4％
6月26日 土 大和証券グループ本社（116）、ベネッセHD（34）、ラウンドワン（24） 15 0.9％ 金 876 49.3％
6月27日 日 エイベックス・グループ・HD（53）、松井証券（43）、カブドットコム証券（41） 4 0.2％ 土 10 0.6％
6月28日 月 第一生命保険（1,371）、ジェイ エフ イー HD（193）、三越伊勢丹HD（134） 28 1.6％ 日 4 0.2％
6月29日 火 三菱UFJFG（741）、日立製作所（369）、三井住友FG（368） 742 42.6％ 月 42 2.4％
6月30日 水 日本風力開発（18）、日本インター（7）、ソースネクスト（4） 3 0.2％ 火 2 0.1％

合　計 1,741 （13） 100％ 1,778 （14） 100％

出所： 東京証券取引所が平成22年6月14日にウェブサイト上に公表した資料を基に作成。なお、同資料上は同年7月27日にも1社記載されているが、本表
では割愛している（合計・構成比の計算上は加えている）。

※１ 合計社数の括弧内数字は、３月20日など、３月31日以外を決算日とする会社の内数を指す。
※２  主な会社名は一部略称を含み、基本的に四季報上で株主数が多い順に記載をしている。なお、HDはホールディングスの、FGはフィナンシャルグルー

プの略称をそれぞれ指す。
※３ 主な会社名の括弧内数字は、EDINET上の有価証券報告書記載の単元株主数を千人単位で四捨五入したもの。


